
令和 8 年度日本赤十字社第４ブロック合同 

赤十字水上安全法指導員Ⅱ養成講習 開催要項 

水の事故から人々を守らないか？水の安全を広めないか？ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

１ 目 的 

赤十字の理念と使命を理解し、水上安全法の知識と技術を持った指導力のある実働的な指導員を 養成

し、各府県支部の水上安全法講習の普及強化を図ることを目的とする。 

 

２ 主 催 

日本赤十字社 

第４ブロック各府県支部 

 

３ 担当支部 

日本赤十字社兵庫県支部 

 

４ 日時・会場 

区分 日時 会場 

事前説明会 
令和８年７月 18 日（土） 10：00～

16：30 

午前：日本赤十字社京都府支部（京都市上京区） 

午後：京都踏水会水泳学園（京都市左京区） 

事前研修 
令和８年８月 13 日（木） 9：30～

16：30 
Asue 大阪プール 他（大阪市港区田中３丁目） 

本講習 

令和８年９月 13 日（日）・14 日（月）

※（海）・22 日（火）・23 日（水）・

27 日（日） 9：00～17：00 

Asue 大阪プール 他（大阪市港区田中３丁目） 

※9 月 14 日（月）（海）は、アジュール舞子浜

（神戸市垂水区） 

予備日 令和８年９月 21 日（月） 
9 月 14 日が悪天候等により中止した場合の予

備日 



新任指導員研修 
令和８年 12 月 19 日（土） 9：30～

17：30 

日本赤十字社兵庫県支部（兵庫県神戸市中央

区） 

 

５ 受講資格 

① 京都府内に在住もしくは在勤・通学する満 18 歳以上の方 

② 赤十字ﾍﾞｰｼｯｸﾗｲﾌｻﾎﾟｰﾀｰ・赤十字水上安全法救助員Ⅰ及びⅡの認定証（本講習最終日までの資格有

効期間内のもの）を有する方。 

③全日程に参加できる方 

④在住の各府県支部の水上安全法講習普及方針に則り、ボランティアとして活動することが可能な方 

※赤十字講習は、実施者は支部長であり、講習の指導者は指導員資格を有する者のうちから支部長があ

てるため、指導員自身で講習を主催することはできません。 

 

６ 受講人員 

20 人 

※事前研修で学科・実技の適正審査を実施し、本講習受講の可否を選定します。ご了承ください。 

 

７ 受講料 

無 料 ただし、会場までの交通費、食費、宿泊費等については各自ご負担ください。 

 

８ 携行品 

赤十字ベーシックライフサポーター・水上安全法救助員Ⅰ及びⅡの認定証写し（裏面記載があればその

写しも必要）、赤十字救急法基礎講習教本、呼気吹き込み用具、水上安全法講習教本、筆記具、実技ので

きる服装、水着・ゴーグル・水泳帽・ラッシュガード（所持者）・ウェットスーツ（所持者）、フィン・マ

リンシューズ ※本講習にて必要、その他必要と思われるもの 

 

９ 応募方法 

日本赤十字社京都府支部の講習担当者に７月３日（金）までに参加申込書をご提出ください。 

 

10 その他 

自然災害（台風等）や、その他災害により講習を中止する場合がありますので、あらかじめご了承願い

ます。（緊急の場合は、ホームページ上で告知します。） 

 

 

参加申込書提出先・お問い合わせ先 

 日本赤十字社京都府支部（講習担当者：松田聡） 

 〒602-8044 京都市上京区下立売通油小路西入東橋詰町 178 

TEL 075-468-1182 FAX 075-468-1789 

 

 



別紙 

令和８年度 第４ブロック合同赤十字水上安全法指導員Ⅱ養成講習参加申込書 

ふりがな 
 

性別 
生年月日・年齢（申

込時） 
 

氏  名 

 
 

男・女 
 

昭和・平成   年 

月    日生まれ  

（    歳）  
 

住  所 〒   ―      

連絡先 

電話 

（緊急時連絡先：自宅・その他    ） 

携帯 

e-mail 

職業・職種 

（勤務先または

学校名・所属団

体等） 

 

認定証取得状況 

 
水安救助員Ⅰ 水安救助員Ⅱ 赤十字ベーシックラ

イフサポーター 

取得支部 支部 支部 支部 

発行年月日    

認定証番号    

受講の動機・抱

負 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

赤十字ベーシックライフサポーター（基礎講習）認定証・水上安全法救助員Ⅰ・Ⅱの認定証の写し（表

面および裏面）を添付してご提出ください。 

※皆さまからお預かりした個人情報は、本講習にかかる参加者名簿の作成、必要な連絡案内および受講証

等の発行、赤十字事業のご案内等の目的以外には使用いたしません。 

また、法律に基づき開示を求められる等の特段の事情がない限り、ご本人の事前の承諾なしに第三者に開

示・提供いたしません。 


